◎ 育児休業規程
（目的）
第１条　この規程は、就業規則第23条の育児休業その他育児支援に関する事項について定める。
（適用対象者）
第２条　生後満1年未満の子を育てる従業員が申し出たときは、その子が満1歳に達するまでを限度として育児休業をすることができる。なお、期間雇用者については次のいずれにも該当する者に限る。
(1)入社１年以上であること
(2)子が１歳に達する日を越えて雇用継続が継続することが見込まれること
(3)子が１歳に達する日から１年を経過する日までに労働契約期間が満了し、更新されないことが明らかでないこと
２．第１項の規定にかかわらず、次の各号に該当する者は適用除外とする。
(1)日々雇用される者
(2)従業員過半数代表者との書面協定により適用除外と定めた以下に該当する者
　①配偶者が、育児休業の申し出のあった子を養育している場合。ただし、配偶者が次のいず　れかの場合は、対象とする
　　・ケガや病気、または心身の障害により、子を養育できない場合
　　・育児休業の申し出のあった子と同居していない場合
　　・６週間（多胎妊娠は14週間）以内に出産予定、または産後８週間以内の場合
　②勤続年数が１年未満の者
　③１週間の所定労働日数が２日以下の社員
　④育児休業申し出の日から１年以内に雇用関係が終了することになっている者
　⑤配偶者でない親が、子を養育できる状態にある者
３．育児休業中の社員、または配偶者が育児休業中である社員のいずれかで、次の事情がある場合は、子の１歳の誕生日から１歳６ヶ月までの間で必要な日数について育児休業をとることができる。ただし、育児休業を開始しようとする日は子の１歳の誕生日に限る。
　　(1)保育所に入所を希望しているが入所できない場合
　(2)社員の配偶者（育児休業の対象となる親であること）が、1歳以降育児にあたる予定であったにもかかわらず、死亡、またはけがや病気で養育できない場合
（育児休業期間）
第３条　育児休業の期間は、子が１歳に達する日まで（第２条第３項による場合は子が１歳６ヶ月に達する日まで）の間の、社員が希望した期間とする。
２．育児休業中に、社員が次のいずれかに該当した場合は、育児休業は終了とし、休業の終了日は各号に掲げる日とする。
(1)育児休業にかかる子の死亡、または養育をしなくなった場合（死亡日、養育をしなくなった日）
(2)産前産後休暇が始まった場合、または新たに育児休業期間が始まった場合（休暇・休業開始の前日）
(3)育児休業協定の対象外に該当した場合（該当日）
（利用回数）
第４条　１生児につき１回とする。
（申請等の手続き）
第５条　育児休業を希望する者は、休業開始予定日の1ヶ月前（第２条第３項による場合は２週間前）までに、育児休業申請書に必要な事項を記入し会社に提出するものとする。
２．申し出の時期が前項より遅れた場合は、会社は育児・介護休業法の定めるところにより休業開始予定日の指定を行うことができる。
３．育児休業を申請した者は、申請にかかる子の出生から２週間以内に会社に届け出なければならない。
（育児休業期間の延長）
第６条　育児休業期間終了の１ヶ月前までに申し出ることによって、休業期間を延長することができる。ただし、生児が満１年（第２条第３項による場合は１歳６ヶ月）に達するまでを限度とする。
（育児休業期間の短縮、休業の撤回）
第７条　育児休業終了予定日の１ヶ月前までに申し出、会社が認めた場合は、休業終了期間を繰り上げることができる。
２．育児休業開始予定日の前日までに申し出ることによって、休業の申請を撤回することができる。申請を撤回した者は、特別の事情がない限り、同一の子については再度申請することはできない。
３．育児休業開始予定日の前日までに、申し出にかかわる子の死亡等により申し出者が育児をしないこととなった場合には、休業の申し出はされなかったものとみなす。
（復職）
第９条　育児休業後の勤務は、原則として休業直前の部署、職務とする。ただし、事情によって他の業務に就かせることがある。
（育児短時間勤務の取り扱い）
第10条　３歳未満の子を養育する社員は、会社に申し出ることにより、始業・終業時刻の繰り上げ・繰り下げ措置の適用を受けることができる。ただし、日々雇用される者を除く。
（子の看護休暇）
第11条　小学校に入学以前の子を養育する社員は、１年間につき５日を限度として、子の看護休暇を与える。なお、１年間とは４月１日から翌年３月31日までの期間とする。
２．前項の社員のうち、日々雇用される者および労使協定よって定められた次の者は対象外とする。
(1)入社６ヶ月未満の社員
(2)１週間の所定労働日数が２日以下の社員
３．看護休暇は無給とする。
（時間外労働の制限）
第12条　小学校入学以前の子を養育する社員が請求した場合は、時間外労働に関する協定にかかわらず、事業の正常な運営に支障がある場合を除き、１ヶ月について24時間、１年間について150時間を超えて時間外労働をさせることはない。ただし次に掲げる者を除く。
(1)日々雇用される者
(2)配偶者が、育児休業の申し出のあった子を養育している者。ただし、配偶者が次のいずれかの場合は、対象とする
　・ケガや病気、または心身の障害により、子を養育できない場合
　・育児休業の申し出のあった子と同居していない場合
　・６週間（多胎妊娠は14週間）以内に出産予定、または産後８週間以内の場合
(3)勤続年数が１年未満の者
(4)１週間の所定労働日数が２日以下の者
(5)配偶者でない親が子を養育できる状態にある者
（深夜業の制限）
第13条　小学校入学以前の子を養育する社員が請求した場合は、事業の正常な運営に支障がある場合を除き、午後10時から午前５時までの深夜労働をさせることはない。ただし次に掲げる者を除く。
(1)日々雇用される者
(2)保育できる同居の家族がいる者。ただし、同居の家族が次のいずれかの場合は、対象とする
　・けがや病気、または心身の障害により、子を養育できない場合
　・深夜に就業している場合
　・産前産後の場合
(3)勤続年数が１年未満の者
(4)１週間の所定労働日数が２日以下の者
(5)所定労働時間の全部が深夜の者
（妊産婦の通院時間確保措置）
第14条　会社は妊娠中の女子社員が、以下に掲げる区分に応じ、区分ごとの期間以内に１回、保健指導または健康診査を受けるために必要な時間を確保する。
　　区分
期間
　　妊娠23週まで
４週
　　妊娠23週から35週まで
２週
　　妊娠35週から出産まで
１週
２．会社は出産後１年以内の女性社員が、医師・助産師が指示するところにより、保健指導または健康診査を受けるために必要な時間を確保する。
３．会社は第１項、第２項の保健指導等にもとづく指導事項等を守ることができるようにするため、勤務時間変更等必要な措置を講ずるものとする。
（施行日）
第15条　本規程は、平成○年○月○日より施行する。
